
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無支持の微細構造体（５１；５２；５３；５４；ＷＧ１；ＷＧ２） 肉薄の扁平部
分またはダイアフラム（７１；７２）を製造する方法において、当該方法が、以下のステ
ップ：
　ａ）少なくとも１つの開口（１０）を備えた支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）を製
造し、
　ｂ）該支持フレーム（１）の開口（１０）にわたって平らに張設されるように、接着フ
ィルム（２）を支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）に被着させ、
　ｃ）補助層（３）が片側で支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）と同一平面を成して支
持フレーム（１）の開口（１０）にわたって張設されるように、補助層（３）を接着フィ
ルム（２）の下面にかつ

に被着させ、
　ｄ）接着フィルム（２）を除去し、
　ｅ）微細構造体（５１；５２；５３；５４；ＷＧ１；ＷＧ２） 扁平部分またはダ
イアフラム（７１；７２）を補助層（３）と支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）との共
通の平面に形成し、
　ｆ）前記ステップｃ）で形成された補助層（３）を除去する
を備えていることを特徴とする、無支持の微細構造体または肉薄の扁平部分またはダイア
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または

支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の、開口（１０）に隣接す
る領域および支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の、接着フィルム（２）と反対の側の
面

または



フラムを製造する方法。
【請求項２】

【請求項３】

【請求項４】

【請求項５】

【請求項６】
　補助層（３）を化学的な金属析出と後続の電解めっきによる補強とによって接着フィル
ム（２）の下面にかつ

に被着させる、請求項１から５までのいずれか１項記載の方法。
【請求項７】
　補助層（３）を真空内での金属の蒸着と後続の電解めっきによる補強とによって接着フ
ィルム（２）の下面にかつ

に被着させる、請求項１から５までのいずれか１項記載の方法。
【請求項８】

【請求項９】

【請求項１０】

【請求項１１】

【請求項１２】

【請求項１３】

【請求項１４】

【請求項１５】
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接着フィルム（２）を、支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）に被着させる前に接着フィ
ルム（２）の裏側で補助支持体（２１）にラミネートする、請求項１記載の方法。

接着フィルム（２）としてフォトレジストフィルムを使用する、請求項１または２記載の
方法。

前記フォトレジストフィルムを、支持フレーム（１）に被着させた後にＵＶ放射の作用に
よって硬化させる、請求項３記載の方法。

前記フォトレジストフィルムを、補助層（３）の被着後に有機溶液または弱アルカリ液内
で剥離する、請求項３または４記載の方法。

支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の、開口（１０）に隣接する
領域および支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の、接着フィルム（２）と反対の側の面

支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の、開口（１０）に隣接
する領域および支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の、接着フィルム（２）と反対の側
の面

前記ステップｅ）で微細構造体（５１；５２；５３；５４；ＷＧ１；ＷＧ２）を電解めっ
きによる金属析出によって加算的に形成する、請求項１から７までのいずれか１項記載の
方法。

まず導電層（４）を補助層（３）と支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）との共通の平面
に被着させ、その後、微細構造体（５１；５２；５３；５４；ＷＧ１；ＷＧ２）を電解め
っきによる金属析出によって加算的に導電層（４）に形成する、請求項８記載の方法。

前記ステップｅ）で微細構造体（５１；５２；５３；５４；ＷＧ１；ＷＧ２）を、全面に
被着された層の構造化によって減算的に形成する、請求項１から７までのいずれか１項記
載の方法。

前記ステップｅ）で微細構造体（５２；５３）を、間隔層（６）を使用して２つの平面に
形成し、間隔層（６）を支持フレーム（１；ＴＲ１；ＴＲ２）の開口（１０）の領域で再
び除去する、請求項１から１０までのいずれか１項記載の方法。

補助層（３）を前記ステップｆ）でエッチングによって除去する、請求項１から１１まで
のいずれか１項記載の方法。

間隔層（６）をエッチングによって除去する、請求項１１記載の方法。

前記ステップｃ）でダイアフラム（７１）を補助層（３）と支持フレーム（１）との共通
の平面に被着させ、ダイアフラム（７１）に、前記ステップｆ）での補助層（３）の除去
前に回路素子（８１）を形成する、請求項１から７までのいずれか１項記載の方法。

補助層（３）と支持フレーム（１）との共通の平面に回路素子（８２）を形成し、その後



【請求項１６】
　

【請求項１７】
　抵抗格子体（ＷＧ１，ＷＧ２）が、ガス流に熱接触していて、ブリッジ回路に接続され
ており、該ブリッジ回路の１つの対角線に定電流源（ＫＳ）が位置していて、前記ブリッ
ジ回路の別の対角線に、測定値処理または測定値表示する装置（Ｍ）が位置している、請
求項１６記載の
【請求項１８】
　両抵抗格子体（ＷＧ１，ＷＧ２）が、第１の室（Ｋ１）と第２の室（Ｋ２）との間の接
続管（Ｒ）内に位置していて、流れ方向に対して垂直に互いに相互の間隔を置いて配置さ
れている、請求項１６または１７記載の
【請求項１９】
　抵抗格子体（ＷＧ１，ＷＧ２）が、メアンダ状に形成されている、請求項１９記載の

【請求項２０】
　両抵抗格子体（ＷＧ１，ＷＧ２）の間の間隔が、その間に配置されたフレーム状のスペ
ーサ（Ｄ）によって規定されている、請求項１８または１９記載の
【請求項２１】
　抵抗格子体（ＷＧ１，ＷＧ２）が、ガラスから成る支持フレーム（ＴＲ１，ＴＲ２）に
配置されている、請求項１６から２０までのいずれか１項記載の
【発明の詳細な説明】
【０００１】
２０μｍ未満の厚さを備えた扁平部分はその僅かな強度に基づき、製造時だけでなく処理
時および組付け時にも問題を提示する。このような形式の肉薄の扁平部分は、たとえば光
学的な絞り、粒子線のための絞りまたは真空内での金属化のための蒸着ステンシルとして
使用される。
【０００２】
２０μｍ未満の厚さを備えた無支持のもしくは自己支持性を有する微細構造体は、とりわ
けセンサまたはアクチュエータ内の機能部分として使用される。したがって、たとえばド
イツ連邦共和国特許第１５７３０９８号明細書に基づき公知の、弱いガス流を測定するた
めの装置では、無支持の微細構造体が平らな格子体の形で必要となる。この格子体は管内
にガスの流れ方向に対して垂直に配置される。

【０００３】
電子回路では、電気信号が、線路と絶縁層と回路支持体との間の容量的なかつ誘導的な交
番作用によって周波数の増大に伴い次第にひずませられる。この理由に基づき、高周波回
路のために基板が数μｍ（マイクロメートル）の厚さのダイアフラムの形で所望されてい
る。このような形式のダイアフラムの製造時および処理時には、無支持の微細構造体また
は肉薄の扁平部分の製造時および処理時と同様の問題が生ぜしめられる。
【０００４】
ノズルと、シェードと、センサおよびアクチュエータ内の機能部分とはシリコンの異方性
のかつ選択的なエッチングによって製造することができる。この場合、熱い苛性カリ液の
ような規定されたエッチング媒体が、結晶構造に方向付けられた有利なエッチング方向を
有していることと、ドーピングされた領域とケイ素酸化物とが、エッチングに対して抵抗
性を有し得ることとが利用される。この技術には高価な設備が必要となり、この技術はシ
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、該回路素子（８２）を埋め込むダイアフラム（７２）を被着させる、請求項１から７ま
でのいずれか１項記載の方法。

請求項１から１３までのいずれか１項記載の方法により製造された無支持の微細構造体
（ＷＧ１，ＷＧ２）の使用法において、無支持の微細構造体（ＷＧ１，ＷＧ２）を、電気
的に加熱可能な抵抗格子体として、弱いガス流を測定するための装置内で使用することを
特徴とする、無支持の微細構造体の使用法。

使用法。

使用法。

使
用法。

使用法。

使用法。

流体の流れを測定するための検出器の類似
の格子体はアメリカ合衆国特許第４９０９０７８号明細書から明らかである。



リコン材料に制限されている。高周波回路も、壊れやすいシリコンダイアフラムに形成さ
れ得る。
【０００５】
ヨーロッパ特許第０４８３６６２号明細書に基づき、無支持の微細構造体を製造する方法
が公知である。この方法では、基板に犠牲層が被着され、その後、この犠牲層に微細構造
体が形成される。その後、この微細構造体に支持フレームが被着される。次いで、犠牲層
が微細構造体および支持フレームと共に基板から持ち上げされ、その後、犠牲層が除去さ
れる。この方法は、無支持の微細構造体を製造することができ、この微細構造体が基板か
らの剥離時に犠牲層と不動の支持フレームとによって安定化されるので、基板の剥離によ
る、微細構造体の形状の望ましくない変化を回避することができるという利点を有してい
る。

【０００６】
本発明の課題は、無支持の微細構造体、肉薄の扁平部分またはダイアフラムを製造する方
法を改善して、支持フレームの利点を維持しながら、微細構造体、扁平部分またはダイア
フラムを簡単にかつ経済的に形成することができるようにすることである。
【０００７】
この課題は、請求項１に記載の特徴によって解決される。
【０００８】
本発明は、微細構造体、扁平部分またはダイアフラムが、支持フレームと、この支持フレ
ームの開口にわたって張設された補助層とから成る片側で平らな支持体に直接形成され得
るという認識に基づいている。

その後、補助層は除去することができ、これによって、微細構造体、
扁平部分またはダイアフラムはその寸法精度と縁部品質とのあらゆる損害なしに、安定し
た支持フレームに直接保持される。
【０００９】
本発明による方法の有利な実施態様は従属請求項から明らかである。
【００１０】

【００１１】
請求 載の実施態様によれば、接着フィルムとしてフォトレジストフィルムが使用さ
れる。このフォトレジストフィルムは、支持フレームの、種々異なる材料への良好な粘着
と、欠陥のない滑らかな表面とによって特徴付けられている。請求 よれば、このよ
うな形式のフォトレジストフィルムは、支持フレームへの被着後にＵＶ放射によって簡単
に硬化させることができる。さらに、請求 よれば、フォトレジストフィルムは補助
層の損傷なしに有機溶液または弱アルカリ液内で剥離することができる。
【００１２】
請求 載の実施態様によれば、化学的な金属析出と後続の電解めっきによる補強とに
よって補助層の迅速なかつ経済的な形成が可能となる。請求 よれば、補助層の類似
の有利な形成は、真空内での金属の蒸着と後続の電解めっきによる補強とによって得るこ
ともできる。
【００１３】
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「Ｐａｔｅｎｔ　Ａｂｓｔｒａｃｔｓ　ｏｆ　Ｊａｐａｎ，Ｖｏｌ．１９９６，ｎｏ．０
９，３０　Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ　１９９６」もしくは特開平０８１１６１０１号明細書に
基づき、無支持の微細構造体を製造する別の方法が公知である。この方法では、まず、支
持フレームの開口が臭化カリウム粉末で充填され、その後、この粉末が溶融によって凝固
させられる。その後、臭化カリウム充填部の表面を平坦にしかつ研磨した後、微細構造体
が支持フレームと臭化カリウム充填部との表面に形成される。次いで、臭化カリウムが水
で溶かし出される。臭化カリウムの水可溶性によって、たとえば微細構造体を形成するた
めの金属の電解めっきによる析出のような水内でのプロセスが使用不能となる。

この場合、補助層の製造は接着フィルムの一時的な使用に
よって容易となる。

請求項２によれば、接着フィルムがまずその裏側で補助支持体にラミネートされると、大
きなスパン幅でも接着フィルムの反りまたは損傷を回避することができる。

項３記

項４に

項５に

項６記
項７に



請求 載の変化形によれば、微細構造体の加算的な形成は、電解めっきによる金属析
出によって簡単にかつ経済的に可能となる。請求 載の実施態様では、微細構造体の
この加算的な形成は、電気的に絶縁性の材料から成る支持体でも可能となる。しかし、請
求 よれば、微細構造体の経済的な形成は、全面に被着された層の構造化によって
構造上の方法でも可能となる。
【００１４】
請求 載の変化形によれば、微細構造体の形成が２つの平面で可能となる。こうし
て、たとえば僅かな間隔を置いて互いに上下に位置する、交差させられたウェブ群を形成
することができる。
【００１５】
請求 載の実施態様によれば、補助層の著しく穏やかな除去はエッチングによって
可能となる。この場合、請求 よれば、間隔層の使用時に、この間隔層は類似の形
式で同様にエッチングによって穏やかに除去することができる。
【００１６】
請求 載の変化形によれば、無支持の誘電性のダイアフラムへの回路の製造が簡単
に可能となる。
【００１７】
請求 載の実施態様によれば、回路が、無支持の誘電性のダイアフラムに選択的に
製造される。この製造では、回路素子が３つの側から誘電性のダイアフラム内に埋め込ま
れている。この場合、この変化形では、回路が慣用のように多層構造、たとえば粘着層、
拡散バリア層および導電層の層順序から成っていると、１つまたはそれ以上の層を再びエ
ッチングによって除去することができる。こうして、たとえば純金から成る回路素子を誘
電性のダイアフラムに形成することが可能となる。
【００１８】
請求 、本発明による方法により製造された、電気的に加熱可能な抵抗格子体とし
ての微細構造体の、弱いガス流を測定するための装置内での使用に関する。このような形
式で製造された抵抗格子体は、慣用の形式で製造された抵抗格子体に比べて高い均一性を
互いに有している。これによって、たとえば制御電子回路を簡単にすることができる。さ
らに、本発明により製造された抵抗格子体によって、より強い信号ひいてはより正確な測
定が可能となる。本発明による方法によって、多重配置での抵抗格子体の製造ひいては製
造費用の著しい削減が可能となる。
【００１９】
請求 載の使用の有利な構成は請求 記載されている。
【００２０】
以下に、本発明の実施例を図面につき詳しく説明する。
【００２１】
図１には、支持フレーム１が横断面図で示してある。この支持フレーム１は、開口１０を
備えた肉薄の平らなプレートから成っている。出発材料として、たとえば金属薄板、プラ
スチック、ガラスまたはセラミックスを選択することができる。この場合、開口１０は、
たとえばフライス切削、化学エッチング、レーザ切断、打抜き加工またはこれに類するも
のによって形成することができる。
【００２２】
図２によれば、図１に示した支持フレーム１は片側で接着フィルム２によってカバーされ
る。この場合、この接着フィルム２は支持フレーム１の開口１０にわたって平らに張設さ
れる。接着フィルム２として、プリント配線板技術で従来使用されるようなフォトレジス
トフィルムが使用される。まず熱可塑性のこのフォトポリマフィルムは、種々異なる材料
に良好に粘着しかつ欠陥のない滑らかな表面を有していて、ＵＶ（紫外線）放射の作用に
よって硬化させられる。ラミネートは市販の装置によって行われる。しかし、この場合、
加熱ドラムは、被着されたフォトレジストフィルムが湾曲させられないように硬質である
ことが望ましい。たとえば金属から成る加熱ドラムが適している。
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項８記
項９記

項１０に

項１１記

項１２記
項１３に

項１４記

項１５記

項１６は

項１６記 項１７～２１に



【００２３】
その後、図３によれば、図２に示した、支持フレーム１と接着フィルム２とから成る複合
体に、特に開口１０の領域での下側からの化学的な金属析出と後続の電解めっきによる補
強とによって、自己支持性を有する金属製の補助層３が被着される。図面から明らかであ
るように、この補助層３は片側で支持フレーム１の表面と同一平面を成して支持フレーム
１の開口１０（図１および図２参照）にわたって張設されている。
【００２４】
図４には、支持フレーム１と補助層３とから成る、接着フィルム２を除去した後の配置形
式が示してある。接着フィルム２として使用されたフォトレジストフィルムの除去は有機
溶液または弱アルカリ液内で行われる。
【００２５】
接着フィルム２のスパン幅が大きい場合に反りまたは損傷が生ぜしめられないように、両
面接着性の接着フィルム２を使用することができる。この接着フィルム２はまず、平らな
補助支持体２１にラミネートされ、その後、図５に示したように、この補助支持体２１と
共に支持フレーム１に被着される。ここでも、接着フィルム２として再びフォトレジスト
フィルムが使用される。補助層３の被着後（図３参照）に接着フィルム２の剥離に不都合
にも手間がかかることが分かっている場合には、溶液透過性の補助支持体２１、たとえば
厚紙を使用することができる。しかし、この場合、厚紙は、第２のフィルム（図示せず）
によってカバーされるように事前の湿式プロセス時に保護されなければならない。
【００２６】
支持フレーム１の開口１０内の補助層３が過度に肉薄でなく、かつ支持フレーム１への接
着フィルム２の粘着力が過度に大きくない場合には、補助支持体２１を機械的に持ち上げ
ることもできる。したがって、フォトレジストフィルムの接着力は、ラミネート時のフォ
トレジストフィルムの可塑化度によって、すなわち温度を介して制御することができる。
減少させられた粘着力は、ポリビニルアルコールのような肉薄の分離層によって達成する
こともできる。
【００２７】
図６には、図４に相応する、支持フレーム１と補助層３とから成る配置形式が示してある
。この場合、ここでは、支持フレーム１が非導電性の材料から成っている。補助層３は導
電性の材料から成っていてもよいし、非導電性の材料から成っていてもよい。微細構造体
を形成するための図示の配置形式を提供するために、補助層３と支持フレーム１との共通
の平面に導電層４、すなわち、導電性の材料から成る肉薄の層が被着される。次いで、導
電層４に、図６には示していない電着レジスト（Ｇａｌｖａｎｏｒｅｓｉｓｔ）が被着さ
れる。この電着レジストは、導電層４がのちの微細構造体の領域で露出するようにフォト
リソグラフィによって構造化される。その後、図６に示した微細構造体５１を加算的に、
すなわち電解めっきによる金属析出によって形成することができる。その後、導電層４は
、電着レジストを剥離しかつ補助層３を除去した後にエッチングによって除去することが
できる。この場合、導電層４の、微細構造体５１と支持フレーム１との間に位置する領域
しか維持され続けない。
【００２８】
支持フレーム１と補助層３とが導電性の材料、特に金属から成っている場合には、導電層
４を不要にして微細構造体５１を製造することができる。微細構造体５１を支持フレーム
１から電気的に分離したい場合には、導電層４の被着前に、図６には示していない絶縁層
が補助層３と支持フレーム１との共通の平面に被着される。
【００２９】
図６に示した微細構造体５１は、金属製の構造体または非金属製の構造体として、全面に
被着された層から減算的に形成されてもよい。この層の構造化は、たとえばエッチングレ
ジストを被着させかつ引き続きエッチングすることによって行われる。レーザ構造化も同
様に可能である。湿式化学エッチング時には、エッチングが選択的に可能となるように材
料の選択が行われなければならないか、または中間層と、補助層３および支持フレーム１
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から成る配置形式の裏側のカバーとによって、中間層とカバーとがエッチング剥離に対し
て防護されなければならない。
【００３０】
無支持の微細構造体を複数の平面で支持フレーム１にわたって張設することも可能である
。したがって、図７には、補助層３と支持フレーム１とから成る配置形式が示してある。
この配置形式の共通の平面には、まず図示の形式で微細構造体５２が形成されている。図
示の例では、この微細構造体５２は図平面に対して垂直に延びている。微細構造体５２の
完成後、間隔層６が被着され、この間隔層６に第２の構造体平面で微細構造体５３が形成
される。図示の実施例では、この微細構造体５３は図平面に対して平行にかつ微細構造体
５２に対して垂直に延びている。その後、補助層３を除去した後に間隔層６も同様に除去
される。この場合、間隔層６の、微細構造体５３と支持フレーム１との間に位置する領域
しか維持され続けない。
【００３１】
微細構造体を加算的にまたは減算的に形成した後、いままで支持していた補助層３が除去
される。補助層３および支持フレーム１のために、補助層３を支持フレーム１に対して選
択的に湿式化学エッチングによって除去することができる金属が選択されると有利である
。エッチング輪郭は不変であるので、浸漬浴内で運動なしにかついま無支持の微細構造体
が損傷せずに保たれるように穏やかにエッチングを行うことができる。図８には、補助層
３を除去した後の、支持フレーム１に直接張設された微細構造体５４が示してある。
【００３２】
ダイアフラムを製造するためには、図４に示した、補助層３と支持フレーム１とからなる
配置形式の共通の平面に無機的な誘電性の層が公知の形式でＣＶＤ（化学気相成長）また
はＰＶＤ（物理気相成長）によって析出され得る。有機的な誘電層は、ポリイミド、ベン
ゾシクロブテン、ポリベンゾオキサゾールまたはこれに類するものから成る液状の溶液の
スピンコートまたはスプレイコートによって被着させることができ、次いで、硬化させる
ことができる。その後、補助層３をエッチングによって除去した後、このような形式で製
造された無支持のダイアフラムは支持フレーム１にわたって張設されている。
【００３３】
回路を無支持の誘電性のダイアフラムに製造したい場合には、図９および図１０に示した
変化形が提供される。
【００３４】
図９に示した第１の可能性では、補助層３（図４参照）にまず誘電性のダイアフラム７１
が被着される。その後、全面の金属化の後、電解めっきによる金属析出によって加算的に
またはエッチングによって減算的に回路素子８１を製造することができる。その後、図９
に示した回路を完成させるためには、補助層３が支持フレーム１に対して選択的に湿式化
学エッチングによって除去される。
【００３５】
図１０に示した第２の可能性では、ここでは符号８２によって示した回路素子が補助層３
に直接形成される。その後、引き続き被着された誘電性のダイアフラム７２は回路素子８
２の上方に位置していて、この回路素子８２を３つの面から埋め込んでいる。その後、図
１０に示した回路を完成させるためには、補助層３が支持フレーム１に対して選択的に湿
式化学エッチングによって除去される。
【００３６】
図１０に示した変化形では、回路素子８２を、たとえば接着層、拡散バリア層および導電
層の層順序によって形成することができる。その後、補助層３（図４参照）を除去した後
、これらの層の１つまたはそれ以上を再びエッチングによって除去することができる。こ
うして、たとえば純金から成る回路素子８２を誘電性のダイアフラム７２に形成すること
が可能となる。
【００３７】
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弱いガス流の測定に用いられる装置のためには、無支持の金属ウェブが、薄板ガラスに設
けられた開口にわたって形成される。支持フレームは０．３ｍｍの厚さのホウケイ酸ガラ
スから製造される。このホウケイ酸ガラスには、開口がサンドブラストによって形成され
る。多重配置の寸法は４×４インチである。開口もしくは無支持の領域は１×１ｍｍ２ の
寸法を有している。接着フィルムとして、７５μｍの厚さの市販のドライレジストフィル
ムが使用される。補助層は２５μｍの厚さの銅から成っている。無支持の微細構造体とし
て、電解めっきによるニッケルの析出によってウェブが形成される。このウェブは、１３
μｍの幅と、６μｍの厚さと、３９ｍｍのピッチとを有している。
【００３８】

電気的な回路を製造するためには、０．３ｍｍの厚さのバナジウム鋼薄板から成る支持フ
レームがレーザによって切断される。接着フィルムとして、７５μｍの厚さのドライレジ
ストフィルムが使用される。図５により、このドライレジストフィルムは、ガラスから成
る補助支持体に被着される。補助層は５０μｍの厚さの銅から成っている。支持フレーム
に設けられた開口は、たとえば８×１３ｍｍ２ の寸法を有していてもよいし、３３×４ｍ
ｍ２ の寸法を有していてもよい。誘電性のダイアフラムの製造は、液状のＰＢＯ（ポリベ
ンゾオキサゾール）のスピンコートによって３μｍの厚さで行われる。誘電性のダイアフ
ラムに形成された回路素子は、チタン、パラジウムおよび金の層順序から成っている。
【００３９】
図１～図６および例１により製造された微細構造体は、電気的に加熱可能な抵抗格子体と
して、弱いガス流を測定するための装置内で使用することができる。ドイツ連邦共和国特
許第１５７３０９８号明細書に基づき公知のこのような形式の装置は図１１に示してある
。この装置は互光原理（Ｗｅｃｈｓｅｌｌｉｃｈｔｐｒｉｎｚｉｐ）に基づき作業する赤
外線ガス分析装置である。この赤外線ガス分析装置は２つの受取り室Ｋ１，Ｋ２を有して
いる。この場合、室Ｋ１は測定ビーム路内に位置しており、室Ｋ２は比較ビーム路内に位
置している。両室Ｋ１，Ｋ２は同様のガスで充填されていて、管Ｒを介して互いに接続さ
れている。互光原理に基づく測定法で室Ｋ１，Ｋ２内に発生する周期的な圧力変動は、揺
動するガス流を接続管Ｒ内に生ぜしめる。この場合、通常、パルス化しているガス柱の周
波数は１０Ｈｚのオーダ内にある。接続管Ｒ内には、流れ方向に対して垂直に、温度に対
して敏感な導電性の材料から成る２つの平らな抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２が配置されてい
る。両抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２の寸法は１μｍ×１μｍであり、両抵抗格子体ＷＧ１，
ＷＧ２の間隔は約２００μｍである。両抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２はブリッジ回路の分岐
を形成している。さらに、このブリッジ回路は、調整可能な抵抗Ｗ１，Ｗ２を有している
。１つのブリッジ対角線に位置する定電圧源ＫＳは抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２を、たとえ
ば約２００℃の温度に加熱する。ブリッジの測定対角線には、簡単な構造形式の増幅器Ｖ
が接続されている。この増幅器Ｖの出力部は、表示または評価する測定装置Ｍに接続され
ている。
【００４０】
図１１には概略的にしか示していない両抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２は、図１～図６および
例１に相応して無支持の微細構造体として相応の支持フレームＴＲ１，ＴＲ２に製造され
る。図１２に示した断面図から明らかであるように、両支持フレームＴＲ１，ＴＲ２は、
フレーム状のスペーサＤを介して互いに結合される。この場合、このスペーサＤの厚さが
両抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２の間の間隔を規定する。図示の実施例では、スペーサＤは２
００μｍの厚さのドライレジストフィルムから製造されている。スペーサＤを介して結合
された両支持フレームＴＲ１，ＴＲ２は抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２と共に、図１１に示し
た接続管Ｒ内に挿入可能な挿入体を形成している。抵抗管Ｒを通流する測定ガスは、図１
２には、矢印ＭＧによって示してある。
【００４１】
さらに、図１２に示したように、支持フレームＴＲ１およびスペーサＤには、詳しく図示
していない切欠きが設けられている。この切欠きは、抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２の相応の
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接触接続面の、容易な電気的な接触接続を可能にしている。この電気的な接触接続部は、
図１２には、矢印ＫＯ１，ＫＯ２によって示してある。
【００４２】
抵抗格子体ＷＧ１の接触接続面ＫＦ１と抵抗格子体ＷＧ２の接触接続面ＫＦ２との実際の
構成は図１３および図１５から明らかである。接触接続面ＫＦ１，ＫＦ２の方形の構成の
他に、この両図面から抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２のウェブＳＴのメアンダ状の経過が明ら
かである。この場合、図１４には、図１３の詳細部分ＸＩＶとして、ウェブＳＴの構成が
極めて明瞭に示してある。組付け状態で互いに鏡像的に配置された両抵抗格子体ＷＧ１，
ＷＧ２には、ニッケルから成るそれぞれ２５のウェブＳＴが存在している。これらのウェ
ブＳＴは、それぞれ１８μｍの幅と図平面に対して垂直に測定された４．２μｍの高さと
を有している。ウェブＳＴのピッチ間隔は３９μｍである。
【００４３】
図１２によれば、加熱される両抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２は、たとえば２００μｍの僅か
な間隔で互いに向かい合って位置している。通流する測定ガスによって導出された熱は電
気的な抵抗変化を抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２内に生ぜしめる。この変化は、質量流量のた
めの尺度およびガスの種類のための尺度である。
【００４４】
抵抗格子体ＷＧ１，ＷＧ２のために使用される材料の温度係数の他に、測定信号の大きさ
および精度のためにとりわけ幾何学的な構造精度が重要である。したがって、抵抗格子体
ＷＧ１，ＷＧ２のための前記製造法によって、強い信号と正確な測定とが可能となる。両
抵抗格子体の互いの高い均一性によって、制御電子回路も簡単にすることができる。最後
に、前記製造法によって、多重配置での廉価な製造、たとえば４インチ×４インチへの５
００の抵抗格子体の製造が可能となることまでも強調することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　片側で同一平面を成すように補助層が張設される開口を備えた支持フレームの
種々異なる方法段階を示す図である。
【図２】　片側で同一平面を成すように補助層が張設される開口を備えた支持フレームの
種々異なる方法段階を示す図である。
【図３】　片側で同一平面を成すように補助層が張設される開口を備えた支持フレームの
種々異なる方法段階を示す図である。
【図４】　片側で同一平面を成すように補助層が張設される開口を備えた支持フレームの
種々異なる方法段階を示す図である。
【図５】　補助支持体によって補強された接着フィルムが使用される変化形を示す図であ
る。
【図６】　導電層への微細構造体の形成を示す図である。
【図７】　２つの平面への微細構造体の形成を示す図である。
【図８】　支持フレームに直接被着された微細構造体の形成を示す図である。
【図９】　無支持の誘電性のダイアフラムに形成された回路の第１の構成を示す図である
。
【図１０】　無支持の誘電性のダイアフラムに形成された回路の第２の構成を示す図であ
る。
【図１１】　弱いガス流を測定するための装置の著しく簡単な概略図である。
【図１２】　図１１に示した装置内で使用される両抵抗格子体の断面図である。
【図１３】　図１２に示した第１の抵抗格子体のメアンダ状の構造の平面図である。
【図１４】　図１３に示した部分ＸＩＶの詳細図である。
【図１５】　図１２に示した第２の抵抗格子体のメアンダ状の構造の平面図である。
【符号の説明】
１　支持フレーム、　２　接着フィルム、　３　補助層、　４　導電層、　６　間隔層、
　１０　開口、　２１　補助支持体、　５１，５２，５３，５４　微細構造体、　７１，
７２　ダイアフラム、　８１，８２　回路素子、　Ｄ　スペーサ、　Ｋ１，Ｋ２　受取り
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室、　ＫＦ１，ＫＦ２　接触接続面、　ＫＯ１，ＫＯ２　接触接続部、　ＫＳ　定電圧源
、　Ｍ　測定装置、　ＭＧ　測定ガス、　Ｒ　接続管、　ＳＴ　ウェブ、　ＴＲ１，ＴＲ
２　支持フレーム、　Ｖ　増幅器、　Ｗ１，Ｗ２　抵抗、　ＷＧ１，ＷＧ２　抵抗格子体

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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